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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された液滴
と、エネルギーの付与により硬化する硬化剤またはｐＨの変化により硬化する硬化剤を含
み前記液滴が分散される第２の液体とを準備する第１ステップと、
　一対の基板間の隙間に前記液滴および前記第２の液体を注入する第２ステップと、
　前記第２の液体を硬化させて基体を形成する第３ステップと、
　前記基体の間の前記液滴を除去して空孔部を形成する第４ステップと、
　を含み、
　前記液滴が、直径の相対誤差が６％以下である液滴であり、かつ、前記空孔部が、直径
の相対誤差が６％以下である空孔部であることを特徴とする多孔フィルム製造方法。
【請求項２】
　前記第２の液体は、界面活性剤および安定剤を含むことを特徴とする請求項１に記載の
多孔フィルム製造方法。
【請求項３】
　前記エネルギーは、光または熱であることを特徴とする請求項１または２に記載の多孔
フィルム製造方法。
【請求項４】
　前記第１の液体の比重は、前記第２の液体の比重よりも大きいことを特徴とする請求項
１から３のいずれか一項に記載の多孔フィルム製造方法。
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【請求項５】
　第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された液滴
と、エネルギーの付与により硬化する硬化剤またはｐＨの変化により硬化する硬化剤を含
み前記液滴が分散される第２の液体とを準備する第１ステップと、
　一対の基板間の隙間に前記液滴および前記第２の液体を注入する第２ステップと、
　前記第２の液体を硬化させて基体を形成する第３ステップと、
　前記基体の間の前記液滴を除去して空孔部を形成する第４ステップと、
　を含み、
　前記一対の基板間の距離を調整して、前記隙間に前記液滴を一層で配列させることを特
徴とする多孔フィルム製造方法。
【請求項６】
　前記液滴が、直径の相対誤差が６％以下である液滴であり、かつ、前記空孔部が、直径
の相対誤差が６％以下である空孔部であることを特徴とする請求項５に記載の多孔フィル
ム製造方法。
【請求項７】
　第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された液滴
と、エネルギーの付与により硬化する硬化剤またはｐＨの変化により硬化する硬化剤を含
み前記液滴が分散される第２の液体とを準備する第１ステップと、
　一対の基板間の隙間に前記液滴および前記第２の液体を注入する第２ステップと、
　前記第２の液体を硬化させて基体を形成する第３ステップと、
　前記基体の間の前記液滴を除去して空孔部を形成する第４ステップと、
　を含み、
　前記一対の基板間の距離を調整して、前記隙間に前記液滴を複数層で配列させることを
特徴とする多孔フィルム製造方法。
【請求項８】
　前記液滴が、直径の相対誤差が６％以下である液滴であり、かつ、前記空孔部が、直径
の相対誤差が６％以下である空孔部であることを特徴とする請求項７に記載の多孔フィル
ム製造方法。
【請求項９】
　前記液滴を体心立方構造で配列させることを特徴とする請求項７または８に記載の多孔
フィルム製造方法。
【請求項１０】
　前記液滴を六方最密構造で配列させることを特徴とする請求項７または８に記載の多孔
フィルム製造方法。
【請求項１１】
　前記液滴を面心立方構造で配列させることを特徴とする請求項７または８に記載の多孔
フィルム製造方法。
【請求項１２】
　前記第１ステップでは、直径の異なる複数種の液滴を準備することを特徴とする請求項
１から１１のいずれか一項に記載の多孔フィルム製造方法。
【請求項１３】
　第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された液滴
と、エネルギーの付与により硬化する硬化剤またはｐＨの変化により硬化する硬化剤を含
み前記液滴が分散される第２の液体とを準備する第１ステップと、
　一対の基板間の隙間に前記液滴および前記第２の液体を注入する第２ステップと、
　前記第２の液体を硬化させて基体を形成する第３ステップと、
　前記基体の間の前記液滴を除去して空孔部を形成する第４ステップと、
　を含み、
　前記第１ステップは、第１管体の流路に前記第１の液体を流動させ前記第１管体のノズ
ルから前記第１の液体の液滴を、第２管体の流路を流動する前記第２の液体に流入させる
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ステップを含むことを特徴とする記載の多孔フィルム製造方法。
【請求項１４】
　前記液滴が、直径の相対誤差が６％以下である液滴であり、かつ、前記空孔部が、直径
の相対誤差が６％以下である空孔部であることを特徴とする請求項１３記載の多孔フィル
ム製造方法。
【請求項１５】
　準備する前記液滴の直径に応じて、前記第２管体を流動する前記第２の液体の速度に対
する前記第１管体を流動する前記第１の液体の相対速度と、前記ノズル径との少なくとも
一方を調整することを特徴とする請求項１３または１４に記載の多孔フィルム製造方法。
【請求項１６】
　前記第１の液体と前記第２の液体とのいずれか一方は油相であり他方は水相であること
を特徴とする請求項１から１５のいずれか一項に記載の多孔フィルム製造方法。
【請求項１７】
　第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された液滴
と、エネルギーの付与により硬化する硬化剤またはｐＨの変化により硬化する硬化剤を含
み前記液滴が分散される第２の液体とを準備する第１ステップと、
　一対の基板間の隙間に前記液滴および前記第２の液体を注入する第２ステップと、
　前記第２の液体を硬化させて基体を形成する第３ステップと、
　前記基体の間の前記液滴を除去して空孔部を形成する第４ステップと、
　を含み、
　前記第１の液体が油相の液体である第１の液体であり、かつ、前記第２の液体が水相の
液体である第２の液体であることを特徴とする多孔フィルム製造方法。
【請求項１８】
　前記液滴が、直径の相対誤差が６％以下である液滴であり、かつ、前記空孔部が、直径
の相対誤差が６％以下である空孔部であることを特徴とする請求項１７記載の多孔フィル
ム製造方法。
【請求項１９】
　前記液滴を除去するステップは、前記液滴を洗浄するステップを含むことを特徴とする
請求項１から１８のいずれか一項に記載の多孔フィルム製造方法。
【請求項２０】
　第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された液滴
と、エネルギーの付与により硬化する硬化剤またはｐＨの変化により硬化する硬化剤を含
み前記液滴が分散される第２の液体とを準備する第１ステップと、
　一対の基板間の隙間に前記液滴および前記第２の液体を注入する第２ステップと、
　前記第２の液体を硬化させて基体を形成する第３ステップと、
　前記基体の間の前記液滴を除去して空孔部を形成する第４ステップと、
　を含み、
　前記液滴は、２５０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で形成されることを特徴と
する多孔フィルム製造方法。
【請求項２１】
　前記液滴が、直径の相対誤差が６％以下である液滴であり、かつ、前記空孔部が、直径
の相対誤差が６％以下である空孔部であることを特徴とする請求項２０に記載の多孔フィ
ルム製造方法。
【請求項２２】
　１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された複数の空孔部を有する
とともに、エネルギーの付与で硬化した硬化剤、またはｐＨの変化により硬化した硬化剤
を含む基体を備え、
　前記複数の空孔部は、所定の大きさで配列され、且つ、直径の相対誤差が６％以下であ
り、
　前記基体は、界面活性剤を含むことを特徴とする多孔フィルム。
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【請求項２３】
　前記基体は、さらに安定剤を含むことを特徴とする請求項２２記載の多孔フィルム。
【請求項２４】
　隣り合って配列された前記空孔部同士は、連通孔を介して互いに連通していることを特
徴とする請求項２２または２３に記載の多孔フィルム。
【請求項２５】
　前記複数の空孔部は、体心立方構造で配列されていることを特徴とする請求項２２から
２４のいずれか一項に記載の多孔フィルム。
【請求項２６】
　前記複数の空孔部は、六方最密構造で配列されていることを特徴とする請求項２２から
２４のいずれか一項に記載の多孔フィルム。
【請求項２７】
　前記複数の空孔部は、面心立方構造で配列されていることを特徴とする請求項２２から
２４のいずれか一項に記載の多孔フィルム。
【請求項２８】
　前記複数の空孔部は、第１の直径で形成された複数の第１空孔部と、前記第１の直径と
は異なる第２の直径で形成された複数の第２空孔部とを備え、
　前記第１空孔部および前記第２空孔部は、直径の相対誤差が６％以下であることを特徴
とする請求項２２から２７のいずれか一項に記載の多孔フィルム。
【請求項２９】
　前記空孔部は、２５０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で形成されていることを
特徴とする請求項２２から２８のいずれか一項に記載の多孔フィルム。
【請求項３０】
　１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された複数の空孔部を有する
とともに、エネルギーの付与で硬化した硬化剤、またはｐＨの変化により硬化した硬化剤
を含む基体を備え、前記複数の空孔部は、所定の大きさで配列され、且つ、直径の相対誤
差が６％以下である多孔フィルムと、
　前記空孔部に配置されたレンズ体とを備えることを特徴とするマイクロレンズアレイ。
【請求項３１】
　前記基体は、界面活性剤を含むことを特徴とする請求項３０に記載のマイクロレンズア
レイ。
【請求項３２】
　請求項２２から２９のいずれか一項に記載の多孔フィルムを備えることを特徴とするマ
イクロリアクター。
【請求項３３】
　さらに、前記多孔フィルムの空孔部に担持される触媒を備えることを特徴とする請求項
３２に記載のマイクロリアクター。
【請求項３４】
　１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された複数の空孔部を有する
とともに、エネルギーの付与で硬化した硬化剤、またはｐＨの変化により硬化した硬化剤
を含む基体を備え、前記複数の空孔部は、所定の大きさで配列され、且つ、直径の相対誤
差が６％以下である多孔フィルムを備えることを特徴とするバイオデバイス。
【請求項３５】
　前記基体は、界面活性剤を含むことを特徴とする請求項３４に記載のバイオデバイス。
【請求項３６】
　前記第２の液体は、界面活性剤を含むことを特徴とする請求項１及び３から２１のいず
れか一項に記載の多孔フィルム製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】



(5) JP 6755009 B2 2020.9.16

10

20

30

40

50

　本発明は、多孔フィルム、多孔フィルム製造方法、マイクロレンズアレイ、マイクロリ
アクターおよびバイオデバイスに関するものである。本願は、２０１５年１２月１４日に
日本に出願された特願２０１５－２４３０１６号、２０１６年７月２０日に日本に出願さ
れた特願２０１６－１４２６５９号に基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する
。
【背景技術】
【０００２】
　多孔フィルムは、種々の高分子原料及び多孔化技術を組み合わせて製造され、マイクロ
レンズアレイや細胞培養基材、癒着防止膜への応用が期待される。特に、１００～１００
０μｍ程度の孔径を持ち、孔径が均一な多孔フィルムは、空孔中に異なる屈折率の物質を
導入することでマイクロレンズへの応用や、このサイズ領域の物質を選択的に分離あるい
は担持することが可能であることから注目されている。
【０００３】
　この種の多孔フィルムを製造する方法としては、光学デバイスを使用したレーザー加工
やフォトリソグラフ（例えば、非特許文献１参照）、あるいはドリルを用いた切削加工（
例えば、非特許文献２参照）などのトップダウン手法、溶媒キャスト法等の自己組織化を
用いたボトムアップ手法（例えば、非特許文献３参照）が挙げられる。レーザー加工やフ
ォトリソグラフを用いる製造方法は、基本的に二次元的なパターニングしかできず、さら
にこのサイズ領域の空孔を大面積で加工するには高コストプロセスである。また、ドリル
を用いた細孔加工では出口側に生じるバリの後処理が難しいという問題がある。
【０００４】
　一方、自己組織化を利用した方法は、光学デバイスを使用したレーザー加工やフォトリ
ソグラフなどに比べると低コストで大量生産が可能である。また、特許文献１には、流延
膜上に結露させて水滴を形成した後に、流延膜から溶剤と水滴とを蒸発させることにより
多孔フィルムを形成する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１４－１５６５２６号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】H. J. Lee et al., Acta Biomaterialia 2011, 7, 1281-1289.
【非特許文献２】P. Yilgor et al., J. Tissue Eng. Regen. Med. 2013, 7, 687-696.
【非特許文献３】H. Yabu et al., Macromolecules 2011, 44, 5868-5873.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上述した溶媒キャスト法等の自己組織化を用いた手法や、特許文献１に
記載された手法では、１００ｎｍ～２０μｍ程度の細孔を形成できるものの１００～１０
００μｍ程度の孔径の孔部を形成することができない。また、二次元のみならず三次元的
な多孔構造を有する１００～１０００μｍ程度の孔径のフィルムは、数～数十μｍの細胞
が孔内で接着・増殖することが可能な足場材料としての応用も期待できる。従って、様々
な材料系から１０～２０００μｍ程度の孔径を有する多孔フィルムを低コストで製造する
ことが求められている。
【０００８】
　本発明は、以上のような点を考慮してなされたもので、１０μｍ以上、２０００μｍ以
下の直径の空孔部を有する多孔フィルムを低コストで製造可能な多孔フィルム、多孔フィ
ルム製造方法、マイクロレンズアレイ、マイクロリアクターおよびバイオデバイスを提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００９】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の
所定直径で球状に形成された液滴と、光硬化剤を含み液滴が分散される第２の液体とを準
備する第１ステップと、光透過性を有する一対の基板間の隙間に液滴および前記第２の液
体を注入する第２ステップと、基板を介して光を照射して第２の液体を硬化させて外相を
形成する第３ステップと、外相の間の液滴を除去して空孔部を形成する第４ステップと、
を含むことにより、１０μｍ以上、２０００μｍ以下の直径の空孔部を有する、低コスト
で高品質の多孔フィルムおよび多孔フィルム製造方法を提供できるという優れた効果を見
出し、本発明を完成させた。
　すなわち、上記課題を解決するため、本発明は以下の手段を採用した。
【００１０】
（１）第１の液体により１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で球状に形成された
液滴と、エネルギーの付与により硬化する硬化剤、またはｐＨの変化により硬化する硬化
剤を含み前記液滴が分散される第２の液体とを準備する第１ステップと、一対の基板間の
隙間に前記液滴および前記第２の液体を注入する第２ステップと、前記第２の液体を硬化
させて基体を形成する第３ステップと、前記基体の間の前記液滴を除去して空孔部を形成
する第４ステップと、を含む。
【００１１】
（２）上記（１）に記載の多孔フィルム製造方法において、前記第２の液体は、界面活性
剤および安定剤を含むことが好ましい。
【００１２】
（３）上記（１）または（２）に記載の多孔フィルム製造方法において、前記エネルギー
は、光または熱であってもよい。
【００１３】
（４）上記（１）から（３）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法において、前
記第１の液体の比重は、前記第２の液体の比重よりも大きいことが好ましい。
【００１４】
（５）上記（１）から（４）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法は、前記一対
の基板間の距離を調整して、前記隙間に前記液滴を一層で配列させてもよい。
【００１５】
（６）上記（１）から（４）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法は、前記隙間
に前記液滴を複数層で配列させてもよい。
【００１６】
（７）上記（６）に記載の多孔フィルム製造方法は、前記液滴を体心立方構造で配列させ
てもよい。
【００１７】
（８）上記（６）に記載の多孔フィルム製造方法は、前記液滴を六方最密構造で配列させ
てもよい。
【００１８】
（９）上記（６）に記載の多孔フィルム製造方法は、前記液滴を面心立方構造で配列させ
てもよい。
【００１９】
（１０）上記（１）から（９）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法は、前記第
１ステップにおいて、直径の異なる複数種の液滴を準備してもよい。
【００２０】
（１１）上記（１）から（１０）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法において
、前記第１ステップは、第１管体の流路に前記第１の液体を流動させ前記第１管体のノズ
ルから前記第１の液体の液滴を、第２管体の流路を流動する前記第２の液体に流入させる
ステップを含んでもよい。
【００２１】
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（１２）上記（１１）に記載の多孔フィルム製造方法において、準備する前記液滴の直径
に応じて、前記第２管体を流動する前記第２の液体の速度に対する前記第１管体を流動す
る前記第１の液体の相対速度と、前記ノズル径との少なくとも一方を調整してもよい。
【００２２】
（１３）上記（１）から（１２）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法において
、前記第１の液体と前記第２の液体とのいずれか一方は油相であり他方は水相であっても
よい。
【００２３】
（１４）上記（１）から（１３）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法において
、前記液滴を除去するステップは、前記液滴を洗浄するステップを含んでもよい。
【００２４】
（１５）上記（１）から（１４）のいずれか一つに記載の多孔フィルム製造方法において
、前記液滴は、２５０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で形成されることが好まし
い。
【００２５】
（１６）本発明の一態様にかかる多孔フィルムは、１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所
定直径で球状に形成された複数の空孔部を有するとともに、エネルギーの付与で硬化した
硬化剤、またはｐＨの変化により硬化した硬化剤を含む基体を備え、前記複数の空孔部は
、所定の大きさで配列され、且つ、直径の相対誤差が６％以下である。
【００２６】
（１７）上記（１６）に記載の多孔フィルムにおいて、前記基体は、界面活性剤および安
定剤を含むことが好ましい。
【００２７】
（１８）上記（１６）または（１７）に記載の多孔フィルムにおいて、隣り合って配列さ
れた前記空孔部同士は、連通孔を介して互いに連通していてもよい。
【００２８】
（１９）上記（１６）から（１８）のいずれか一つに記載の多孔フィルムにおいて、前記
複数の空孔部は、体心立方構造で配列されていてもよい。
【００２９】
（２０）上記（１６）から（１８）のいずれか一つに記載の多孔フィルムにおいて、前記
複数の空孔部は、六方最密構造で配列されていてもよい。
【００３０】
（２１）上記（１６）から（１８）のいずれか一つに記載の多孔フィルムにおいて、前記
複数の空孔部は、面心立方構造で配列されていてもよい。
【００３１】
（２２）上記（１６）から（２１）のいずれか一つに記載の多孔フィルムにおいて、前記
複数の空孔部は、第１の直径で形成された複数の第１空孔部と、前記第１の直径とは異な
る第２の直径で形成された複数の第２空孔部とを備え、前記第１空孔部および前記第２空
孔部は、それぞれが所定の規則性をもって配列され、且つ、直径の相対誤差が６％以下で
あってもよい。
【００３２】
（２３）上記（１６）から（２２）のいずれか一つに記載の多孔フィルムにおいて、前記
空孔部は、２５０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定直径で形成されていてもよい。
【００３３】
（２４）本発明の一態様にかかるマイクロレンズアレイは、上記（１６）から（２３）の
いずれか一つに記載の多孔フィルムと、前記空孔部に配置されたレンズ体とを備える。
【００３４】
（２５）本発明の一態様にかかるマイクロリアクターは、上記（１６）から（２３）のい
ずれか一つに記載の多孔フィルムを備える。
【００３５】
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（２６）本発明の一態様にかかるバイオデバイスは、上記（１６）から（２３）のいずれ
か一つに記載の多孔フィルムを備える。
【発明の効果】
【００３６】
　本発明の一態様にかかる多孔フィルム製造方法によれば、１０μｍ以上、２０００μｍ
以下の直径の空孔部を有する多孔フィルムを低コストおよび高品質に製造することができ
る。
　本発明の一態様にかかる多孔フィルムによれば、１０μｍ以上、２０００μｍ以下の直
径の空孔部を有する高品質の多孔フィルムを低コストで得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本実施形態を示す図であって、ガラス基板３１、３２間に多孔フィルム１が形成
された断面図である。
【図２】図１におけるＡ－Ａ線視断面図である。
【図３】第１ステップで用いる第１キャピラリー装置４０の構成を示す図である。
【図４】第１ステップで用いる第２キャピラリー装置５０の構成を示す図である。
【図５】第１の液体Ｌ１の流速と、液滴Ｄの平均粒径と、粒径の相対誤差との関係を示す
図である。
【図６】第２ステップで用いるデバイスＤＶの一例を示す外観斜視図である。
【図７】デバイスＤＶが分断された状態を示す図である。
【図８】多孔フィルムの製造過程を示す図である。
【図９】厚さ方向に二層で配置される油滴Ｄのモデルを示す平面図である。
【図１０】厚さ方向に二層で配置される油滴Ｄのモデルを示す平面図である。
【図１１】油滴Ｄが体心立方構造で配列された状態を示す図である。
【図１２】油滴Ｄが六方最密構造で配列された状態を示す図である。
【図１３】空孔部１０が体心立方構造で配列された多孔フィルム１を拡大した図である。
【図１４】空孔部１０が六方最密構造で配列された多孔フィルム１を拡大した図である。
【図１５】三層で配置される油滴Ｄが体心立方構造で配置されたモデルの正面図である。
【図１６】三層で配置される油滴Ｄが体心立方構造で配置されたモデルの平面図である。
【図１７】三層で配置される油滴Ｄが面心立方構造で配置されたモデルの正面図である。
【図１８】三層で配置される油滴Ｄが面心立方構造で配置されたモデルの平面図である。
【図１９】直径比が２：３程度の２種の油滴Ｄが配列された様子を示す図である。
【図２０】直径比が１：２程度の２種の油滴Ｄが配列された様子を示す図である。
【図２１】空孔部に液晶マイクロカプセルが捕捉された様子を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　以下、本実施形態にかかる多孔フィルム、多孔フィルム製造方法、マイクロレンズアレ
イ、マイクロリアクターおよびバイオデバイスの実施の形態を、図１ないし図１７を参照
して説明する。
【００３９】
（多孔フィルムの第１実施形態）
　まず、図１および図２を参照して第１実施形態の多孔フィルム１について説明する。
　図１は、隙間３０をあけて平行に配置されたガラス基板（基板）３１、３２間に多孔フ
ィルム１が形成された断面図である。図２は、図１におけるＡ－Ａ線視断面図である。
【００４０】
　図１および図２に示すように、多孔フィルム１は、複数の空孔部１０が配列された基体
２０を有している。基体２０は、一例として、光の照射（エネルギーの付与）により硬化
する光硬化性を有するモノマーで形成されている。基体２０は、一例として、光重合開始
剤を含むアクリルアミド等のモノマーで形成されている。
【００４１】
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　空孔部１０は、所定の直径で球状に形成されており、多孔フィルム１の厚さ方向に一層
で配列されている。空孔部１０は、多孔フィルム１の面方向については中心位置が直線上
に並んだ列が規則性をもって複数配置されている。空孔部１０は、隣り合った列同士が空
孔部１０の半径の距離（半ピッチ）ずれた、千鳥状に配置されている。空孔部１０の直径
は、１０μｍ以上、２０００μｍ以下、好ましくは２５０μｍ以上、２０００μｍ以下に
設定されている。
【００４２】
　隣り合って配列された空孔部１０同士は、連通孔１１を介して互いに連通している。空
孔部１０は、ガラス基板３１との接合部に孔部１２を有している。空孔部１０は、ガラス
基板３２との接合部に孔部１３を有している。
【００４３】
（多孔フィルム１の製造方法）
　次に、上記構成の多孔フィルム１の製造方法について、図３乃至図７を参照して説明す
る。上記構成の多孔フィルム１の製造方法は、空孔部１０の形成に用いられる第１の液体
で形成された球状の液滴と、基体２０の形成に用いられる第２の液体とを準備する第１ス
テップと、ガラス基板３１、３２間の隙間に球状の液滴と第２の液体とを注入する第２ス
テップと、ガラス基板３１、３２を介して光を照射して第２の液体を硬化させて外相とな
る基体２０を形成する第３ステップと、基体２０の間の液滴を除去して空孔部１０を形成
する第４ステップとを含む。
【００４４】
（第１ステップ）
　図３は、第１ステップで用いる第１キャピラリー装置４０の構成を示す図である。図４
は、第１ステップで用いる第２キャピラリー装置５０の構成を示す図である。第１キャピ
ラリー装置４０と第２キャピラリー装置５０とは、第１の液体で形成する液滴の直径の大
きさに応じて適宜選択する。なお、本実施形態で説明する直径とは、顕微鏡で観察される
液滴の外径で定義されるものである。
【００４５】
　図３に示すように、第１キャピラリー装置４０は、内部の流路４１ａに第１の液体Ｌ１
を流動させる注入管（第１管体）４１と、内部の流路４６ａに第２の液体Ｌ２が流動する
とともに第１管体４１が挿入された回収管（第２管体）４６とを備えている。注入管４１
と回収管４６とは、例えば、ガラスで形成されており、同軸に配置されている。注入管４
１の先端には、第１の液体Ｌ１を吐出するノズル４２が設けられている。流路４１ａと流
路４６ａとは同一方向に延びており、第１の液体Ｌ１および第２の液体Ｌ２は、同一方向
（図３中、左側から右側）に流動する。
【００４６】
　図４に示すように、第２キャピラリー装置５０は、上記の注入管４１と、内部の流路４
７ａに第２の液体Ｌ２が流動するとともに注入管４１のノズル４２が挿入された回収管４
７と、流路４８ａに注入管４１および回収管４７が同軸で配置された外管４８とを備えて
いる。回収管４７および外管４８は、例えば、ガラスで形成されている。回収管４７の注
入管４１と対向する側の端部は、注入管４１のノズル４２の外径よりも大きな直径の開口
部４９を有している。外管４８の流路４８ａのうち、注入管４１と外管４８との間の流路
４８ａ１には、第１の液体Ｌ１の流動方向と同一方向（図３中、左側から右側）に第２の
液体Ｌ２が注入される。外管４８の流路４８ａのうち、回収管４７と外管４８との間の流
路４８ａ２には、第１の液体Ｌ１の流動方向と逆方向（図３中、右側から左側）に第２の
液体Ｌ２が注入される。流路４８ａ１および流路４８ａ２から注入された第２の液体Ｌ２
は、合流して開口部４９を介して回収管４７の流路４７ａに流入する。
【００４７】
　本実施形態では、第１の液体Ｌ１として油相の液体が用いられる。第１の液体Ｌ１は、
一例として、ポリジメチルシロキサンに油滴の安定化剤としてブロモベンゼンブロモベン
ゼンが添加されたものが用いられる（体積比７９／２１）。
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【００４８】
　第２の液体Ｌ２は、水相の液体が用いられる。第２の液体Ｌ２は、一例として、水（８
．２６×１０質量％）、モノマーとしてのアクリルアミド（８．２６質量％）、架橋剤と
してのＮ、Ｎ'-メチレンビスアクリルアミド（８．２６×１０－１質量％）、光重合開始
剤としてアルキルフェノン系光重合開始剤（IRGACURE(登録商標)2959）（８．２６×１０
－２質量％）、界面活性剤としてのポリビニルアルコール（８．２６質量％）を含む液体
が用いられる。本実施形態では、エネルギー付与として光エネルギーの付与より硬化する
開始剤を用いる。水は、１５分間脱気した後に、１５分間窒素置換したものを用いた。
【００４９】
　本実施形態では、第１の液体Ｌ１の比重が第２の液体Ｌ２の比重よりも大きい。本実施
形態における第２の液体Ｌ２は水相であり、質量の大部分が水で占められているため、比
重はほぼ１である。そのため、第１の液体Ｌ１は、比重が１よりも大きい材料が選択され
ている。
【００５０】
　図５は、第１キャピラリー装置４０の流路４６ａにおける第２の液体Ｌ２の流速、第２
キャピラリー装置５０の流路４８ａ１および流路４８ａ２における第２の液体Ｌ２の流速
をいずれも１１ｍｌ／ｈで固定したときの、第１の液体Ｌ１の流速（ｍｌ／ｈ）と、第１
の液体Ｌ１を流路４６ａまたは流路４７ａの第２の液体Ｌ２に流入させたときに形成され
る液滴Ｄ（以下、油滴Ｄと称する）の平均粒径（直径；μｍ）と、粒径の相対誤差（％）
との関係を示す図である。
【００５１】
　図５（ａ）には、第２キャピラリー装置５０の注入管４１におけるノズル４２の直径（
開口径）が２２０μｍであり、回収管４７における開口部４９の直径（開口径）が４４０
μｍである場合の関係が示されている。図５（ｂ）には、第２キャピラリー装置５０の注
入管４１におけるノズル４２の直径が３４０μｍであり、回収管４７における開口部４９
の直径が７１０μｍである場合の関係が示されている。図５（ｃ）には、第１キャピラリ
ー装置４０の注入管４１におけるノズル４２の直径が１７０μｍである場合の関係が示さ
れている。図５（ｄ）には、第１キャピラリー装置４０の注入管４１におけるノズル４２
の直径が７７０μｍである場合の関係が示されている。図５（ｅ）には、第２キャピラリ
ー装置５０の注入管４１におけるノズル４２の直径（開口径）が５０μｍであり、回収管
４７における開口部４９の直径（開口径）が１２０μｍである場合の関係が示されている
。
【００５２】
　図５（ａ）～図５（ｅ）に示されるように、第１キャピラリー装置４０または第２キャ
ピラリー装置５０の選択、ノズル４２の直径、開口部４９の直径および第１の液体Ｌ１の
流速（第２の液体Ｌ２の流速に対する相対速度）を適宜選択することにより、粒径が６３
～１２７２μｍの油滴Ｄを作製することができた。また、油滴Ｄは、各粒径のほとんどに
おいて相対誤差が１％程度～６％以下で作製することができた。
【００５３】
　また、本実施形態では、第１の液体Ｌ１の比重が第２の液体Ｌ２の比重よりも大きいた
め、第１の液体Ｌ１を第２の液体Ｌ２に流入させたときに、第１の液体Ｌ１が第２の液体
Ｌ２に対して浮き上がってしまい球状の油滴Ｄが安定して形成できない等の不具合を生じ
させることなく、粒径の相対誤差が小さい油滴Ｄを作製できる。
【００５４】
（第２ステップ）
　次に、第２ステップについて説明する。図６は、第２ステップで用いるデバイスＤＶの
一例を示す外観斜視図である。デバイスＤＶは、隙間３０を挟んで平行に配置されたガラ
ス基板３１、３２と、ガラス基板３１、３２間の距離を規定するためのスペーサー３３と
を有している。スペーサー３３は、ガラス基板３１、３２の両端縁に配置された積層可能
な複数のシート材３４によって構成されている。
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【００５５】
　第２ステップでは、まず、第１ステップで作製された油滴Ｄの粒径に応じた距離に、ガ
ラス基板３１、３２間の距離を調整するためにシート材３４の積層枚数を調整する。具体
的には、例えば、防滴性（液密性）を有する厚さ１３０μｍのフッ素樹脂テープをシート
材３４として複数枚用意し、ガラス基板３１、３２に貼り付ける際には気泡の影響で１０
μｍ程度厚さが増すことを考慮すると、ｎ枚のフッ素樹脂テープを積層することにより、
ガラス基板３１、３２間の隙間３０の厚さを１４０×ｎ（μｍ）に調整することができる
。また、１３０μｍ以外の厚さのフッ素樹脂テープを用いることにより、隙間３０の厚さ
を任意の厚さに調整することも可能である。図６に示される例では、４枚のシート材３４
を用いているため、隙間３０の厚さは約５６０μｍに調整されている。
【００５６】
　隙間３０の厚さが調整されると、第１ステップで作製された油滴Ｄを含む第２の液体Ｌ
２をシリンジ等の保持具３５で吸い込み、上方に露出している下側のガラス基板３２から
隙間３０に注入する。隙間３０への油滴Ｄを含む第２の液体Ｌ２の注入は、毛細管現象に
よって円滑に行われる。
【００５７】
　この第２ステップにおいても、油滴Ｄ（第１の液体Ｌ１）の比重が第２の液体Ｌ２の比
重よりも大きいため、隙間３０に注入した油滴Ｄが第２の液体Ｌ２に対して浮き上がって
しまい、デバイスＤＶの厚さ方向で油滴Ｄが上方に偏ってしまうことを回避できる。
【００５８】
（第３ステップ）
　第３ステップでは、ガラス基板３１、３２の外側からガラス基板３１、３２のそれぞれ
を介して硬化光として紫外光を、一例として、３０分間照射する。これにより、紫外光Ｕ
Ｖの照射によって第２の液体Ｌ２が硬化し、界面活性剤および安定剤を含んだ硬化物とし
て、外相となるポリアクリルアミドの基体２０が形成される。
【００５９】
（第４ステップ）
　続いて、第４ステップについて説明する。第４ステップでは、基体２０の間に残留する
油滴Ｄを除去して空孔部１０を形成する。第３ステップで第２の液体Ｌ２が硬化して基体
２０が形成されたデバイスＤＶを数時間９０℃で乾燥した後、アセトンに浸漬して洗浄す
る。これにより、図１に示されるように、油滴Ｄが除去され、図２に示したように、規則
性をもって千鳥状に配列された空孔部１０が形成される。空孔部１０の直径は、上述した
ように、第１キャピラリー装置４０または第２キャピラリー装置５０の選択、ノズル４２
の直径、開口部４９の直径および第１の液体Ｌ１の流速を適宜選択した結果に応じた大き
さとなる。
【００６０】
　ここで、第２ステップにおいて、ガラス基板３１、３２の隙間３０に注入された油滴Ｄ
同士が接触する箇所、または隣り合う油滴Ｄ間の距離が最も短い箇所には、第２の液体Ｌ
２が存在しない、または微少量であるため、これらの箇所は、第３ステップで第２の液体
Ｌ２が硬化して形成された基体２０が存在しない、または微少な厚さである。そのため、
第４ステップでの洗浄により、これらの箇所には基体２０が形成されず、隣り合う空孔部
１０同士は、連通孔１１を介して連通する。
【００６１】
　上記の洗浄を、例えば、超音波洗浄（１時間程度）とすることにより、図７に示される
ように、連通孔１１が形成されて強度が低い厚さ方向の中央部にてデバイスＤＶが分断さ
れる。この場合、半球状の空孔部１０が開口部を露出した状態で配列された二つの多孔フ
ィルム１Ａ、１Ｂが作製される。従って、超音波洗浄の有無によって、全球状の空孔部１
０が形成された多孔フィルム１と、半球状の空孔部１０が形成された多孔フィルム１Ａ、
１Ｂを選択的に製造することができる。この多孔フィルム１Ａ、１Ｂは、上述したように
、油滴Ｄ（第１の液体Ｌ１）の比重が第２の液体Ｌ２の比重よりも小さい場合に生じる、
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油滴Ｄが第２の液体Ｌ２に対して浮き上がって上方に偏ってしまう等の不都合が回避され
ているため、空孔部１０が上方に偏ることなく等分布に配置される。
【００６２】
　図８（ａ）に、紫外光ＵＶの照射前で油滴Ｄが千鳥状に配列された状態を示し、図８（
ｂ）に、紫外光ＵＶの照射によって第２の液体Ｌ２が硬化した状態を示す。また、図８（
ｃ）には、例えば、分断されて空孔部１０が開口部を露出した多孔フィルム１Ａが示され
ている。
【００６３】
　なお、多孔フィルム１、１Ａ、１Ｂをガラス基板３１、３２から剥離する場合には、デ
バイスＤＶを冷水と温水とに交互に浸漬させればよい。
【００６４】
　以上のように、本実施形態では、所望の直径を有する油滴Ｄと、光硬化性を有する第２
の液体Ｌ２とを用いることにより、１０μｍ以上、２０００μｍ以下程度でばらつきの少
ない孔径を有する多孔フィルムを低コストで製造することが可能になる。また、本実施形
態では、第１ステップにおいて、第１キャピラリー装置４０または第２キャピラリー装置
５０の選択、ノズル４２の直径、開口部４９の直径および第１の液体Ｌ１の流速を適宜選
択することにより、１０μｍ以上、２０００μｍ以下の任意の孔径を容易に選択して形成
することができる。
【００６５】
　また、本実施形態では、第１の液体Ｌ１の比重が第２の液体Ｌ２の比重よりも大きいた
め、第１の液体Ｌ１の比重が第２の液体Ｌ２の比重よりも小さい場合のように、油滴Ｄ（
第１の液体Ｌ１）が第２の液体Ｌ２に対して浮き上がってしまい球状の油滴Ｄが安定して
形成できないことや、空孔部１０が上方に偏る等の不具合を生じさせることなく、粒径の
相対誤差が小さく、空孔部１０が等分布で配置された多孔フィルム１、１Ａ、１Ｂを作製
できる。
【００６６】
　また、空孔部１０を形成するにあたり、液相ではなく、例えば、気泡等の気相を用いる
ことも考えられるが、この場合には、上述したように、気体の比重が第２液体Ｌ２の比重
よりも小さいため、空孔部１０を安定して形成できない不都合や、空孔部１０が偏った分
布で配置されてしまう不都合等が懸念される。これに対して、本実施形態では、液相であ
る油滴Ｄを用いて空孔部１０を形成しているため、気相の場合と比較して比重の調整が容
易であり、粒径の相対誤差が小さく、空孔部１０が等分布で配置された多孔フィルム１、
１Ａ、１Ｂを容易に作製することが可能である。
【００６７】
　また、空孔部１０を形成するにあたり、液相ではなく、例えば固相を用いることも考え
られる。しかしながら配列する球状体が固相の場合、球状体が剛直であり、球状体が任意
の位置で凝集した場合に、再配列し直す柔軟性がない。そのため、空孔部１０を均一に配
置できないという不具合が懸念される。
【００６８】
　なお、空孔部１０の孔径を図５に示した平均粒径とは異なる値に設定する場合には、上
述したように、注入管４１のノズル４２から連続的に第１の液体Ｌ１を吐出する方法の他
に、例えば、ピエゾ素子等の圧電素子を用いたインクジェット方式で第１の液体Ｌ１を吐
出して油滴Ｄを形成する構成としてもよい。インクジェット方式で油滴Ｄを形成する場合
には、より微小の油滴Ｄも形成することが可能になる。
【００６９】
（多孔フィルムの第２実施形態）
　次に、第２実施形態に係る多孔フィルムについて、図９乃至図１４を参照して説明する
。上記の多孔フィルム１は、多孔フィルム１の厚さ方向に空孔部１０を一層配置する構成
を例示したが、第２実施形態では空孔部１０が複数層（ここでは二層）に配置された例に
ついて説明する。これらの図において、図１乃至図８に示す第１実施形態の多孔フィルム
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１の構成要素と同一の要素については同一符号を付し、その説明を省略する。
【００７０】
　図９および図１０は、上記の第２ステップにおいて、厚さ方向に二層で配置される油滴
Ｄ（すなわち空孔部１０）のモデルを示す平面図である。図９は、二層目の油滴Ｄ２が一
層目の４つの油滴Ｄ１で形成される間隙に配置された体心立方構造を示す図である。図１
０は、二層目の油滴Ｄ２が一層目の３つの油滴Ｄ１で形成される間隙に配置された最密構
造（六方最密構造）を示す図である。
【００７１】
　油滴Ｄが体心立方構造で配置される場合は、二層の高さ（隙間３０の厚さ）は、油滴Ｄ
の半径をｒとすると、下式（１）で表される。
【００７２】
【数１】

【００７３】
　また、油滴Ｄが最密構造で配置される場合は、二層の高さ（隙間３０の厚さ）は、油滴
Ｄの半径をｒとすると、下式（２）で表される。
【００７４】
【数２】

【００７５】
　従って、油滴Ｄを二層構造とする場合には、上述した第２ステップにおいて、空孔部１
０の直径およびガラス基板３１、３２間の隙間３０の厚さを、構造に応じた式（１）また
は式（２）で算出される厚さに調整する。例えば、空孔部１０（液滴Ｄ）の半径を２００
μｍ（直径４００μｍ）とすると、体心立方構造の場合は隙間３０の厚さを６８２μｍに
調整し、最密構造の場合は隙間３０の厚さを７２６μｍに調整する。第２ステップにおい
て、厚さが調整された隙間３０に油滴Ｄおよび第２の液体Ｌ１を注入することにより、油
滴Ｄは、隙間３０の厚さに応じて体心立方構造または最密構造に３次元的に配列される。
図１１は、油滴Ｄが体心立方構造で配列された状態を示す図である。図１２は、油滴Ｄが
最密構造で配列された状態を示す図である。
【００７６】
　その後、上記の第３ステップおよび第４ステップの処理を順次実施することにより、孔
径のばらつきが少ない空孔部１０が体心立方構造または最密構造で配置された多孔フィル
ムを製造することができる。図１３は、空孔部１０が体心立方構造で配列された多孔フィ
ルム１を拡大した図である。図１４は、空孔部１０が最密構造で配列された多孔フィルム
１を拡大した図である。
【００７７】
　このように、空孔部１０が多層に配置された構造の多孔フィルムを製造する際にも、上
述したように、気相で空孔部１０を形成する場合には、体心立方構造あるいは最密構造を
切り換えて製造することは極めて困難であるが、本実施形態のように、液相で空孔部１０
を形成すれば隙間３０の厚さに応じて体心立方構造または最密構造に容易に切り換えて製
造することが可能である。
【００７８】
　なお、第２実施形態では、空孔部１０が二層配列された構成を例示したが、隙間３０の
厚さを体心立方構造または六方最密構造に応じた値に設定することにより、三層以上に亘
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って空孔部１０が体心立方構造または六方最密構造で形成された多孔フィルムを製造する
ことが可能である。
【００７９】
（多孔フィルムの第３実施形態）
　次に、第３実施形態に係る多孔フィルムについて、図１５乃至図１８を参照して説明す
る。上記第２実施形態では、多孔フィルム１の厚さ方向に空孔部１０が二層に配置された
構成を例示したが、第３実施形態では、三層に配置された構成について説明する。これら
の図において、図９乃至図１４に示す第２実施形態の多孔フィルム１の構成要素と同一の
要素については同一符号を付し、その説明を省略する。
【００８０】
　図１５は、上記の第２ステップにおいて、厚さ方向に三層で配置される油滴Ｄ（すなわ
ち空孔部１０）が体心立方構造で配置されたモデルの正面図であり、図１６は、三層目側
から視た同平面図である。図１５および図１６に示されるように、一層目の油滴Ｄ１およ
び三層目の油滴Ｄ３は、それぞれ３×３の格子状に９つ配列され、二層目の油滴Ｄ２は、
一層目および三層目の各層で互いに隣り合う４つの油滴で形成される隙間に位置するよう
に、２×２の格子状に４つ配置されている。
【００８１】
　油滴Ｄ（Ｄ１～Ｄ３）が体心立方構造で配置される場合は、三層の高さ（隙間３０の厚
さ）は、油滴Ｄ（Ｄ１～Ｄ３）の半径をｒとすると、下式（３）で表される。
【００８２】
【数３】

【００８３】
　図１７は、上記の第２ステップにおいて、厚さ方向に三層で配置される油滴Ｄ（すなわ
ち空孔部１０）が面心立方構造で配置されたモデルの正面図であり、図１８は、三層目側
から視た同平面図である。図１７および図１８に示されるように、一層目は、３つの油滴
Ｄ１が互いに隣り合って接触して７つ配置されている。二層目は、一層目で互いに隣り合
う３つの油滴で形成される隙間に位置するように、３つの油滴Ｄ２が配置されている。三
層目は、二層目で互いに隣り合う３つの油滴で形成される隙間に位置するように、３つの
油滴Ｄ３が配置されている。
【００８４】
　油滴Ｄ（Ｄ１～Ｄ３）が面心立方構造で配置される場合は、三層の高さ（隙間３０の厚
さ）は、油滴Ｄ（Ｄ１～Ｄ３）の半径をｒとすると、下式（４）で表される。
【００８５】

【数４】

【００８６】
　従って、油滴Ｄを三層構造とする場合には、上述した第２ステップにおいて、空孔部１
０の直径および、構造に応じた式（３）または式（４）で算出される厚さにガラス基板３
１、３２間の隙間３０の厚さを調整することにより、体心立方構造または面心立方構造で
空孔部１０が三層に配置された多孔フィルムを低コストで容易に製造することが可能にな
る。
【００８７】
（多孔フィルムの他形態）
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　上記実施形態では、油滴Ｄおよび空孔部１０の直径は同一径である場合について説明し
たが、第１ステップにおいて、直径の異なる複数種の油滴Ｄを準備することにより、直径
の異なる複数種の空孔部１０を有する多孔フィルム１（または多孔フィルム１Ａ、１Ｂ）
を製造することも可能である。直径の異なる複数種の油滴Ｄとしては、例えば、上述した
第１キャピラリー装置４０または第２キャピラリー装置５０の選択、ノズル４２の直径、
開口部４９の直径および第１の液体Ｌ１の流速の少なくとも一つを変更することにより準
備可能である。特に、第１の液体Ｌ１の流速を変更する方法を選択すれば、直径の異なる
複数種の油滴Ｄを連続的に形成することが可能となる。
【００８８】
　図１９は、直径比が２：３程度の２種の油滴Ｄが配列された紫外線ＵＶ照射前の様子を
示す図である。図２０は、直径比が１：２程度の２種の油滴Ｄが配列された紫外線ＵＶ照
射前の様子を示す図である。図１９に示されるように、直径比が比較的小さい油滴Ｄの場
合には、油滴Ｄが形成された順序に応じた位置に配列された。図２０に示されるように、
直径比が比較的大きい油滴Ｄの場合には、直径が大きい油滴Ｄの配列によって、直径が小
さい油滴Ｄが誘起された配列となった。このように、直径が異なる複数種の油滴Ｄを準備
することにより、直径が異なる複数種の空孔部１０を、各孔径毎にばらつきが少ない状態
で容易に形成することができた。
【００８９】
（多孔フィルムの適用例）
　次に、上記の多孔フィルムの適用例について説明する。
【００９０】
［マイクロレンズアレイ］
　本実施形態の多孔フィルム１は、マイクロレンズアレイに適用可能である。
　マイクロレンズアレイは、微小レンズが規則的に配列されたマイクロレンズアレイは、
多数のレンズ体からの光が干渉することで、光束、偏光、波長などの光物性の制御や三次
元立体映像の作製への応用が期待される。本実施形態の多孔フィルム１では、空孔部１０
にレンズ体を配置することにより、マイクロレンズアレイとして機能する。レンズ体とし
ては、例えば、全方位レーザー発振器であるコレステリック液晶マイクロカプセルを選択
できる。
【００９１】
　コレステリック液晶（Cholesteric liquid crystal）とは、液晶材料の一つであり、電
力を加えずに、光を透過する状態(フォーカルコニック状態)と反射する状態(プレーナ状
態)で安定できる「双安定性」という特徴を有している。コレステリック液晶は、ネマチ
ック液晶にカイラル剤と呼ばれる添加剤を加え、旋光性を持たせて作成される。また、コ
レステリック液晶は、カイラルネマチック液晶(CN液晶)と呼ばれることもある。コレステ
リック液晶は、メモリ性のある特性により、電源を落としても表示が消えず、低消費電力
が可能になり、電子ペーパーの表示技術にも適用可能である。
【００９２】
　コレステリック液晶マイクロカプセルの直径よりも大きな直径の空孔部１０を有する多
孔フィルム１を用い、図２１に示されるように、空孔部１０にコレステリック液晶マイク
ロカプセルを捕捉した。捕捉した液晶マイクロカプセルがそれぞれ液晶レンズとして働く
ため、外場によって屈折率を制御できるマイクロレンズアレイとなる。本実施形態では、
上述した多孔フィルム１を備えているため、１０μｍ以上、２０００μｍ以下程度のレン
ズ体を有するマイクロレンズアレイを低コストで製造することが可能になる。
【００９３】
［マイクロリアクター］
　本実施形態の多孔フィルム１は、マイクロリアクターに適用可能である。
　マイクロリアクターは、微小空間を反応場として利用するものであり、本実施形態の多
孔フィルム１は、空孔部１０が反応場として機能する。マイクロリアクターは、体積あた
りの比表面積が大きいことによって、不均一触媒反応への応用が考えられる。そのため、
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多孔フィルム１に触媒を担持させることによって、マイクロリアクターとして機能する。
さらに、多孔フィルム１の格子構造や細孔径を制御することにより、反応場における反応
を制御することが可能になる。本実施形態では、上述した多孔フィルム１を備えているた
め、１０μｍ以上、２０００μｍ以下程度の反応場を有するマイクロリアクターを低コス
トで製造することが可能になる。
【００９４】
［バイオデバイス］
　本実施形態の多孔フィルム１は、バイオデバイスに適用可能である。
　バイオデバイスとしては、セルパターニングの足場となるデバイスおよび細胞等の成長
の足場となるデバイスが挙げられる。セルパターニングを、例えば、バイオセンサーとし
て用いるには、細胞培養を行う位置の制御が必要となる。本実施形態の多孔フィルム１を
細胞と接着性のない物質で作製するか、あるいは細胞と接着性のない物質で表面処理し、
多孔フィルム１を細胞培養する基板に貼り付け、その基板に細胞を接着し、多孔フィルム
１を剥離することによりセルパターングが実現できる。このセルパターニングは、本実施
形態の多孔フィルム１を用いているため、トップダウン的な基板へのパターニング工程を
減らすことができ、大幅なコストダウンが図れる。
【００９５】
　従来の多孔フィルムは二次元のものが多く、細胞成長や血管成長も二次元での成長が研
究対象となっていたが、空孔部１０が三次元的に形成された本実施形態の多孔フィルム１
を用い、多孔フィルム１の表面に神経球を付着し、成長過程を観察することにより、実際
の脳や人間の体への適用を考える際に必要不可欠であった三次元での成長を低コストで研
究することが可能となる。さらに、格子構造の異なる多孔フィルム１における異なる成長
過程も観察できるため、基礎研究にも寄与できる。
【００９６】
［テンプレート］
　本実施形態の多孔フィルム１は、テンプレートに適用可能である。
　多孔フィルム１は、基体２０が鋳型となり、空孔部１０に配置された材料をテンプレー
トとして成型することが可能となる。この場合、第２ステップでガラス基板３１、３２間
の隙間３０に注入する油滴Ｄを密ではなく粗となる数としてもよい。この構成により、隣
り合う空孔部１０が連通せずに独立し、ガラス基板３１、３２と接触する箇所のみが開口
した空孔部１０を形成することができる。
【００９７】
　以上、添付図面を参照しながら本発明に係る好適な実施形態について説明したが、本発
明は係る例に限定されないことは言うまでもない。上述した例において示した各構成部材
の諸形状や組み合わせ等は一例であって、本発明の主旨から逸脱しない範囲において設計
要求等に基づき種々変更可能である。
【００９８】
　例えば、上記実施形態では、第１の液体Ｌ１が油相であり、第２の液体Ｌ２が水相であ
る構成を例示したが、これに限定されるものではなく、第１の液体Ｌ１が水相であり、第
２の液体Ｌ２が油相である構成であってもよい。この場合、水相である第１の液体Ｌ１と
しては、例えば、イオン交換水を用いることができ、油相である第２の液体Ｌ２としては
、例えば、スチレンモノマー(84.2 質量％)、ジビニルベンゼン(9.8 質量％、架橋剤)、
プルロニックP123（登録商標）(1.1 質量％、界面活性剤)、IRGACURE(登録商標) TPO(4.9
 質量％、光重合開始剤)を用いることができる。
【００９９】
　第１の液体Ｌ１が水相で、第２の液体Ｌ２が油相である場合に熱重合により多孔フィル
ムを製造する方法の一例を示す。
１）上記の第１ステップで溶液を１時間脱気後、１時間バブリングして窒素置換し、W/O
型エマルションを作製した。その際、油相の組成は、界面活性剤P123 ０．９２質量％、
スチレンモノマー(重合禁止剤除去済) ８４．５７質量％、ジビニルベンゼン(重合禁止剤
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であった。
２）上記のW/O型エマルションを利用し、常温における硬化によってポーラスフィルムを
作製した。
３）スチレンモノマーの揮発を抑えるため、スチレンモノマーで満たされた中にW/O型エ
マルションを封入したガラスセルを置き、室温で静置した。
　このような方法を採ることにより、熱重合で多孔フィルムを製造することができた。
【０１００】
　次に、第１の液体Ｌ１が水相で、第２の液体Ｌ２が油相である場合に光重合により多孔
フィルムを製造する方法の一例を示す。
１）上記と同様に、第１ステップでW/O型エマルションを作製した。その際、油相の組成
は、界面活性剤P123 １．４０質量％、トルエン ７７.７４質量％、アクリル系硬化樹脂
（ユニソーラー（登録商標）、ユニテック社製）２０.８５質量％であり、水相はイオン
交換水であった。 
２）上記のW/O型エマルションを利用し、紫外光ＵＶの照射による硬化によってポーラス
フィルムを作製した。
　このような方法を採ることにより、光重合で多孔フィルムを製造することができた。
【０１０１】
　また、上記実施形態では、第２の液体Ｌに光エネルギーを付与して硬化させる構成を例
示したが、これに限定されるものではなく、熱エネルギーを付与されたときに硬化する開
始剤を第２の液体Ｌに含ませ、第３ステップで熱エネルギーを付与して第２の液体Ｌを硬
化させて基体２０を形成する構成としてもよい。
【０１０２】
　さらに、基体２０を形成する方法としては、光エネルギーあるいは熱エネルギーの付与
により硬化する硬化剤を用いる他に、ｐＨの変化により硬化する硬化剤を用い、第２の液
体ＬのｐＨを変化させることにより、第２の液体Ｌを硬化させて基体２０を形成する構成
としてもよい。
　具体的には、ｐＨの変化により硬化する硬化剤として、過硫酸アンモニウム、過酸化水
素、ジイソプロピルペルジカーボネートなどのレドックス開始剤を用い、第２の液体Ｌの
ｐＨを変化させる材料として、テトラエチレンジアミン、トリエチルアミン、トリエタノ
ールアミンなどを用いることにより第２の液体Ｌを硬化させることが可能である。
【０１０３】
　また、上記実施形態では、空孔部１０の孔径が１０μｍ以上、２０００μｍ以下の所定
直径である例を用いて説明したが、より安定して空孔部１０を形成するためには、空孔部
１０の孔径は、２５０μｍ以上、２０００μｍ以下であることが好適である。
【０１０４】
　また、上記実施形態では、複数の空孔部１０が体心立方構造または六方最密構造で配列
される構成を例示したが、これらの他に空孔部１０が面心立方構造で配列された多孔フィ
ルムについても本発明により製造することが可能である。
【符号の説明】
【０１０５】
　１…多孔フィルム、　１０…空孔部、　１１…連通孔、　２０…基体、　３０…隙間、
　３１、３２…ガラス基板（基板）、　４１…注入管（第１管体）、　４１ａ…流路、　
４２…ノズル、　４６、４７…回収管（第２管体）、　Ｄ…油滴（液滴）、　Ｌ１…第１
の液体、　Ｌ２…第２の液体、　ＵＶ…紫外光（光）
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